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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 会 長 兼 社 長 氏 名 新 村 　 鋭 男
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 　 経 理 部 長

氏 名 中 田 　 和 彦 Ｔ Ｅ Ｌ(     )06 6756－0105

中間決算取締役会開催日 平 成 15年 11月 21日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 15年 12月 10日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 15年 9月中間期の業績 （平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期       12,278    15.4        △498 －         △467 －
14年 9月中間期       10,642    33.0      △1,182 －       △1,199－

15年 3月期       35,493－        1,348－        1,353－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

15年 9月中間期         △242 －          △5.22
14年 9月中間期       △1,157－         △24.49

15年 3月期       △1,165－         △24.71

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月中間期     46,506,207株 14年 9月中間期     47,268,299株
15年 3月期     47,181,728株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
15年 9月中間期           3.75－ 特別配当 － 円－銭
14年 9月中間期           3.75－

15年 3月期 －           7.50

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       51,690       27,115     52.5        584.78
14年 9月中間期       52,316       27,078     51.8        574.57

15年 3月期       52,538       26,961     51.3        578.92

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月中間期     46,368,213株 14年 9月中間期     47,129,127株
15年 3月期     46,572,454株

2.期末自己株式数 15年 9月中間期        550,329株 14年 9月中間期        566,415株
15年 3月期        346,088株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       30,000       1,600       1,100          3.75          7.50

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          23円72銭

※ 上 記 の 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り ま す 。
　 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。



個別財務諸表等

（１）中間貸借対照表
（単位：百万円）

期　　　別

科　　　目

％ ％ ％

I （ 21,164 ） 40.9 （ 22,611 ） 43.0 （ 19,454 ） 37.2

3,050 4,055 2,340

2,779 2,688 2,799

5,575 9,606 4,546

7,166 4,025 7,459

1,925 1,669 1,695

746 671 674

△ 79 △ 105 △ 61

II （ 30,526 ） 59.1 （ 29,926 ） 57.0 （ 32,862 ） 62.8

（ 25,682 ） 49.7 （ 25,682 ） 48.9 （ 26,420 ） 50.5

5,447 5,482 5,729

477 485 517

1,023 1,068 1,531

93 109 106

369 309 306

18,227 18,227 18,206

45 ― 22

（ 245 ） 0.5 （ 282 ） 0.5 （ 287 ） 0.5

（ 4,598 ） 8.9 （ 3,961 ） 7.5 （ 6,153 ） 11.8

3,134 2,100 3,309

768 748 1,002

227 237 536

1,464 1,922 2,515

△ 996 △ 1,048 △ 1,210

51,690 100.0 52,538 100.0 52,316 100.0

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

土 地

（ 無 形 固 定 資 産 ）

構 築 物

機 械 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

建 設 仮 勘 定

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物

固 定 資 産

（ 資 産 の 部 ）

金 額 構 成 比

現 金 及 び 預 金

流 動 資 産

受 取 手 形

繰 延 税 金 資 産

売 掛 金

た な 卸 資 産

構 成 比金 額 構 成 比

前 中 間 期当当当当 中中中中 間間間間 期期期期

（ 平 成 １ ４ 年 ９ 月 ３ ０ 日 現在 ）

前 期

（ 平成 １ ５ 年 ９ 月 ３ ０ 日 現在 ） （ 平 成 １ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 現在 ）

金 額
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（単位：百万円）

期　　　別

科　　　目

％ ％ ％

I （ 12,889 ） 24.9 （ 13,807 ） 26.3 （ 12,998 ） 24.8

4,367 5,102 3,255

3,838 3,890 2,922

1,180 180 2,377

― 1,000 1,044

1,000 1,000 1,000

546 485 376

8 24 12

― 446 22

838 786 1,073

556 539 552

553 351 359

II （ 11,685 ） 22.6 （ 11,769 ） 22.4 （ 12,240 ） 23.4

1,000 1,000 2,000

8,870 8,870 8,490

522 628 491

239 234 217

218 228 232

532 532 503

303 275 305

24,575 47.5 25,576 48.7 25,238 48.2

I 4,746 9.2 4,746 9.0 4,746 9.1

II 4,345 8.4 4,345 8.3 4,590 8.8

III 16,911 32.7 17,329 33.0 17,578 33.6

1,234 1,234 1,234

1,000 1,000 1,000

1,221 1,238 1,238

13,439 15,039 15,039

16 △ 1,182 △ 933

（うち中間（当期）純利益） （ △ 242 ） （ △ 1,165 ） （ △ 1,157 ）

IV 777 1.5 777 1.5 695 1.3

V 516 1.0 △ 131 △ 0.2 △ 357 △ 0.7

VI △ 182 △ 0.4 △ 106 △ 0.2 △ 174 △ 0.3

27,115 52.5 26,961 51.3 27,078 51.8

51,690 100.0 52,538 100.0 52,316 100.0

配 当 準 備 積 立 金

役 員 退 職 引 当 金

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）

再評価に係る繰延税金負債

そ の 他

負 債 及 び 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

利 益 準 備 金

別 途 積 立 金

資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

土 地 再 評 価 差 額 金

中間（当期 ）未処分利益

構 成 比金 額 構 成 比

短 期 借 入 金

（ 負 債 の 部 ）

支 払 手 形

買 掛 金

金 額金 額 構 成 比

前 中 間 期当当当当 中中中中 間間間間 期期期期

（ 平 成 １ ４ 年 ９ 月 ３ ０ 日 現在 ）（ 平 成 １ ５ 年 ９ 月 ３ ０ 日 現在 ） （ 平 成 １ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 現在 ）

前 期

流 動 負 債

固 定 負 債

前 受 金

賞 与 引 当 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

そ の 他

一年以内に償還予定の社債

一年以内に返済予定の長期借入金

退 職 給 付 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

社 債

長 期 借 入 金
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（２）損益計算書
（単位：百万円）

期　　　別

科　　　目

％ ％ ％

I 12,278 100.0 10,642 100.0 35,493 100.0

II 9,293 75.7 8,190 77.0 26,741 75.3

2,984 24.3 2,452 23.0 8,752 24.7

III 3,483 28.4 3,635 34.2 7,403 20.9

△ 498 △ 4.1 △ 1,182 △ 11.1 1,348 3.8

IV 213 1.7 170 1.6 378 1.1

受 取 利 息 及 び 配 当 金 28 40 61

そ の 他 の 収 益 184 130 317

V 181 1.5 187 1.8 373 1.1

支 払 利 息 83 98 198

そ の 他 の 費 用 98 88 175

△ 467 △ 3.8 △ 1,199 △ 11.3 1,353 3.8

VI 91 0.7 95 0.9 94 0.3

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 70 64 37

固 定 資 産 売 却 益 0 4 25

債務保証損失引当金戻入益 10 27 31

投 資 有 価 証 券 売 却 益 10 ― 1

VII 15 0.1 914 8.6 3,206 9.0

固定資産除却損及び売却損 10 4 61

固 定 資 産 評 価 損 ― ― 377

投 資 有 価 証 券 売 却 損 4 130 522

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ― 748 2,174

会 員 権 評 価 損 ― 24 63

そ の 他 の 特 別 損 失 ― 6 6

△ 390 △ 3.2 △ 2,018 △ 19.0 △ 1,758 △ 5.0

△ 148 △ 1.2 △ 860 △ 8.1 39 0.1

― ― △ 631 △ 1.8

△ 242 △ 2.0 △ 1,157 △ 10.9 △ 1,165 △ 3.3

259 218 218

― ― 176

― 5 △ 58

16 △ 933 △ 1,182

土地再評価差額金取崩額

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

自平成１４年４月　１日
至平成１４年９月３０日

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間 （ 当期 ） 純利益

法人税、住民税及び事業税

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

百 分 比 百 分 比

至平成１５年９月３０日

金 額 百 分 比 金 額

至平成１５年３月３１日

金 額

前 期

自平成１５年４月　１日 自平成１４年４月　１日

前 中 間 期当当当当 中中中中 間間間間 期期期期
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中間財務諸表作 成の 基 本 と な る 事 項

１． 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券 子会社株式及び関連会社株式　……　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　……　中間期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの　……　移動平均法による原価法

(2) デリバティブ 時価法

(3) たな卸資産 原価法 製品・仕掛品 ……個別法

原材料 ……移動平均法

２． 固定資産の減価償却の方法 有形固定資産 定率法

但し、平成10年 4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しております。

無形固定資産及び長期前払費用 定額法

３． 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については、財務内容評

価法により計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（3,765百万円）については、15年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により、翌期から費用処理しております。

(4) 役員退職引当金
役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

(5) 債務保証損失引当金
債務保証の総額から、主たる債務者の返済可能額等の回収見積額を控除した額を計上しております。

４． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

５． リース取引の会計処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６． ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を、為替予約につい

ては振当処理をしております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 …… 金利スワップ、為替予約

ヘッジ対象 …… 借入金の利息、外貨建金銭債権債務

(3) ヘッジ方針
当社の内部規定に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジするためにデリバティブ取引を行っ

ております。

７． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理方法は税抜き方式によっております。
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注 記 事 項

（中間貸借対照表関係）

当 中 間 期当 中 間 期当 中 間 期当 中 間 期                                前 期        前 中 間 期        

１． 有形固定資産の減価償却累計額 13,790百万円 13,506百万円 13,893百万円

２． 担保提供資産 2,974百万円 2,964百万円 4,066百万円

３． 保証債務残高 333百万円 404百万円 777 百万円

（中間損益計算書関係）

１． 当中間期における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示しております。

① リース取引
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

当 中 間 期当 中 間 期当 中 間 期当 中 間 期                                前 期        前 中 間 期        

機械装置等 機械装置等 機械装置等

(１） 取得価額相当額 1,366百万円 1,407百万円 1,632百万円

減価償却累計額相当額 825百万円 783百万円 860百万円

期末残高相当額 541 百万円 623百万円 771 百万円

(２） 未経過リース料期末残高相当額

　　１年内 261 百万円 274百万円 300百万円

　　１年超 279百万円 349百万円 470百万円

　　合　計 541 百万円 623百万円 771 百万円

(３） 支払リース料（減価償却費相当額） 146百万円 335百万円 176百万円

(４） 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(５） リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高相当額の割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

② 有価証券（子会社株式及び関連会社株式）
当中間期、前期、前年中間期のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。


